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前章にみたように， 1980年代に入って米国政府は知的所有権の法的保護強
化に精を出すようになったが，むろんそれは自国ハイテク産業界の意を汲ん
での行動であった。もっとも，アメリカの知的所有権者達は単に政府を突き
上げるだけでなく， 自己の権利を侵害する輸入商品を排除すべく，場合に
よっては技術料収入の獲得•最大化を狙って，外国企業を米国国際貿易委員
会 (ITC)や連邦裁判所に訴える， といった直接的な手立てをも講じてきた
（一種の行政裁判所である ITCへの提訴は，米国企業にとって通常の裁判
にくらべて短期間で輸入差し止めを勝ち取れる利点を有しているが，輸入済
み商品の販売差し止め，損害賠償等の民法的救済については裁判所に訴える
必要がある。両者の性格が異なる関係で， 2種類の提訴が同時になされるこ
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(59) 
とも少なくない）。そうした企業間のレベルでの米側戦略をみても，日本企
業狙い撃ちの観があるのはハイテクノロジー諸分野における日米角逐の実情
からして当然だと言えるが，以下でその主要な事例を問題が表面化した順で
ざっとサーペイしてみるとしよう。
〔IBMvs.日立製作所，三菱電機〕
1982年6月，カリフォルニアで日立製作所と三菱電機の駐米社員6名が
FBIの囮捜査にひっかかり， IBMの企業秘密を盗んだ硯行犯として検挙さ
れる，という衝撃的な出来事が起きた。アメリカではすでに70年代半ばから
(~O) 
日本企業を ITCに提訴する動きが始まっていたか， この「IBM産業スパ
イ事件」によって日米企業間における知的所有権紛争の時代の本格的な開幕
が声高に告げられた，とみてよかろう（本項および次項については表3を参
照のこと）。
しばしば指摘される通り，同事件の背景には次に略述するような IBMの
(61) 
経営戦略の転換があった。 IBMは従来にあっては，それが内外の互換機メ
ーカーの発展を促すことを知りつつ，汎用コンピュータの OS（コンピュー
タを作動させる基本プログラム）の公開をあえておこなっていた。その場合
には， IBM製のアプリケーション・ソフトウェアをそのままかけられる仕
組みになっている互換機の増加に伴って自らのソフトウェアの販路が拡張し
ようし，また主にソフト開発専門企業の手で IBM機で使えるソフトがふや
されるのも期待できる，そうしたソフトの充実が IBM機に対するユーザー
の定着・増大につながるはずだ，といった算盤がはじかれていた。しかし，
そうしたメリットは，いつまでも続きはしない。ひとたぴ IBMのOSによ
(59) 嶋本久寿弥太編「特許戦争」東洋経済新報社， 1986年， 146ペー ジ。
(60) 第1号は1975年の日本コロンビア製電子ピアノで，ゴiレフボール，旋盤，人工
腎臓，ボケットペル等が後に続いた（嶋本久寿弥太「知的所有権 アメリカの逆
襲」第一企画出版， 1988年， 43ペー ジ）。
(61) 芳原 信「ソフトウェア著作権早わかり」日本経済新聞社， 1988年， 120~123
ペー ジ。
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表3 コンピュータ・ソフトをめぐる日米紛争
81年1月 米国でコンピュータ・ソフトウェア保護の改正著作権法施行
6月 日立製作所，三菱電機の IBM産業スパイ事件
83年2月 IBM, 自社のユーザー向け OSソフトの非公開を表明
7月 富士通， IBMとソフト使用に関して秘密協定(「1983年和解契約」およ
び「外部接続情報契約」）を締結
10月 IBM, 日立間で産業スパイ事件の和解，同時にソフトに閲する秘密協定
12月 IBMが富士通， 日立のソフトウェア開発を監視， 富士通の協定遮反を
通告
85年6月 IBM,富士通に対するクレームを詳述した「最終報告書」を提出
7月 富士通の反論に対して， IBMは83年秘密協定に進反したとして米国国
際商事仲裁協会 (AAA)に提訴
8月 富士通， IBMの主張を不当として日本の国際商事仲裁協会に提訴
11月 富士通， IBMの AAA提訴に対する反提訴
12月 AAAの審理開始。富士通， 「IBM最終報告書への反論」を提出し，
IBMの権利を侵害した事実はないと主張
86年1月 日本，コンピュータ・ソフトウェアの保護に関して改正著作権法を施行
2月 AAA, IBMの提訴に対する両社の手続きの申し立てに対する審理，
IBMの提訴，富士通の反提訴が一本化される
6月 日立， IBMに対して解決一時金の支払い
11月 IBM一日立両社は，秘密協定を見直して，新協定を締結
12月 IBM,富士通両社間で指定プログラム契約(「1986年契約」）を調印。こ
の契約で，富士通は IBMプログラムについての対価支払いに合意
87年2月 IBM,富士通両社で「ワシントン契約」に調印。これにより 83年契約
を破棄
3月 IBM,富士通， SF細目で合意不成立
9月 AAA, IBM―富士通紛争で仲裁命令
（出所） 増田祐司「日米摩擦からのテイクオフ」日刊工業新聞社， 1988年， 164ペー
ジ。
る市場の独占が成ってしまえば， OSの公開はそれを参考として開発される
互換機による IBMのシェアの蚕食を招くようになるからである（進出著し
い互換機メーカーの列には，手厚い政府支扱――-1970年代初期に明確にされ
たコンパチプル路線でコンピューク産業を育成しようとの通産省の方針に沿
ぅ―を得て急成長を遂げた日本企業も加わっていた。 79年には日本国内で
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の年間売上高で富士通が IBMを抜いて首位に立ったし，また同社は日立と
並んで， OEM供給の形式で IBM互換メインフレームをアメリカに輸出す
(62) 
るまでになっていた。そこで互換機メーカーを振り落とすべく IBMはアー
キテクチャーの変更を企て， 81年秋に容易に互換性を与えないように工夫し
(63) 
た新機種3081Kを発表したのであるが，それが産業スパイ事件の直接の引き
金となった。すなわち，商機の逸失を最小限におさえるために， IBMの新
機種におけるアーキテクチャー変更の内容（ことに OSに関する情報）を早
急に探り出し，それに対抗できる互換機を一刻も早く完成させなければなら
ない，との互換機メーカーの思いが，日立と三菱電機の産業スパイ行為を誘
発したのであった。
関連して述べておくと， IBMがかつて OSを公開していたのは上述の思
惑からだけではなかった。米国汎用コンピューク市場に占めるそのシェアが
7割にも及んだがために司法省から反トラスト法遮反で訴えられていた関係
で， IBMとしても互換機の存在をある程度は恩めざるをえない状況にあっ
た，という側面も見逃せない。ところが，ハイテク諸分野での日米の競合の
激化を受けて，アメリカ政府はカーク一時代に反トラスト法の施行方針の見
直しを開始し，レーガン政権の誕生とともに「強いアメリカ」の再建に必要
であれば大胆に同法の適用緩和をおこなう姿勢を固め， 82年初にとうとう対
（切
IBM提訴の取り下げを決断するにいたった。米国コンピューク産業の競争
(6?) 栗田昭平「コンピューク」日本経済新聞社， 1985年， 129ペー ジ。
(63) プログラミングの論理的アドレス空間が24ビットから31ピットに拡張される
（記憶容量が128倍に増大）ともに，新 OSの MVS/XAが用いられることにな
ったが， そのコードの一部はそれまでの磁気テープに代えてファームウェア化
（電子回路化）してハードウェアの中に組み込む形にされた（同上， 130ペー ジ）。
(64) 「アメリカの独禁法は…独占というものを，あくまで国内マーケットの占拠率
で論じてきた。しかし…国内外で日本との競合が激しくなるのに対応して，アメ
リカ国内であっても，日本の輸入品を含めたマーケットシェアで判断するとか，
さらに世界市場という規模で考えるとかの議論が出ている。…（レーガン政権
は）この考え方に基づいて，以前から提訴されていた IBM の 4 分割案を•••取り
下げている」（霊見芳弘「日米摩擦」講談社， 1988年， 124~125ペー ジ）。
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力低下を憂慮して講じられたこの措置のおかげで， IBMは実に13年ぶりに
反トラスト法にもとづく独禁訴訟の範から解き放たれ，積極的にシェア拡張
行動に打って出られるようになった。先にみた同社の経営戦略の転換は，か
かる独占禁止政策の基調的な変化と符節を合わせていたわけで，競争力強化
に向けての米国官民の協力関係がここに象徴的に示されている (FBIとIBM
の連携によって巧妙な囮捜査が実行された事実を思えば，官民の一休性はさ
(65) 
らに明瞭になる）。
さて，産業スパイ事件の発覚後ほどなく， IBMから米国著作権法遣反を
(66) 
理由に損害賠償と不正に取得した機密情報の使用禁止を求める民事訴訟を起
こされた日立は，翌83年10月 i•こ IBM との間で和解を成立させ事件に一応の
決着をつけたが，その和解はソフトウェアに関する秘密協定の締結を見返り
にして達成された。同協定によって日立側は，過去の著作権侵犯に対する賠
償金（訴訟費用を含めて推定100億円）の支払い義務を課されるとともに，以
後 IBMの支払い義務を課されるとともに，以後 IBMの著作権を全面的に
守ること（日立が支払う OSの使用料は推定月額5~10億円）を約束させ
られた。しかも，後者とのかかわりで， IBMに対して5年間にわたり日立
の電子データ処理機の新製品すべてについて検査をおこなう権利が与えられ
たのだが，それは独自に開発しだソフトウェアをも IBMのチェックにさら
さざるをえなくされた日立にとっては競争上の地位を著しく不利にする屈辱
(67) 
的な条件だった，と言わざるをえない。なお， 日立はすでに IBMのコピー
だと隠めた OSに関してはプログラムの書き直し作業を完了し，独自機能を
(65) 山影 進「相互依存時代の国際摩擦」東京大学出版会， 1988年， 50ペー ジ。
(66) IBM側は，日立による技術資料の不正な入手が米国内でなされたから米国著
作権法に遮反しているという理由のもとに，日立側の日本での盗品情報を使用し
たコンピュークの開発・製造。販売等の差し止めをも請求したのであるが，これ
については，米国著作権法の「隠れた城外適用」という国家主権にかかわる問
題が港んでいるとの傾聴すべき主張が存在する（石黒ー憲「知的財産権の国際問
題」「ジュリスト」 1988年9月15日号。
(67) 芳原，前掲書， 122ペー ジ。
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OSに付加して互換の比率を下げる方向に進んでいるが，これは IBMの互
(68) 
換機排除の意向にかなう歩みだと考えてよかろう（秘密協定は86年11月に改
定された。 IBM•富士通紛争に対する AAA の裁定を次項にみるが，その
さい AAAは日立の異議をはねつけて IBM・日立間の合意内容の開示を命
じ，新協定に盛られているソフトウェアの利用）レールや使用料金を参考に富
(69) 
士通の支払い額の決定をおこなった）。三菱電機の方はと言うと， IBM互換
中型メインフレーム市場に遅ればせながら参入しようとしていた焦りから産
業スパイ事件のもう 1人の登場人物となった同社の場合は，事件発生時には
まだ製品開発の途次にあっただけに， IBMとの民事抗争を避けて互換機路
線にすっぱり見切りをつけてしまった。
〔IBMvs.富士通〕
コンサルクントを装った FBI秘密捜査官が IBMの機密情報の故買をそ
そのかす意図をもって接触した日本企業の中には富士通も入っていた，それ
どころかアメリカ側が最大の標的とみなしていたのは富士通だった，と消息
通は語る。ちなみに，通産省の指導に従って1971年に IBM互換機路線の選
択を決め， 74年に汎用コンピュークの受注を開始した同社は， IBM機のほ
ぽ半値という安いハードウェア価格ときめ細かなユーザー・サービスを武器
に国内の願客を増やし， 70年代末には日本市場で IBMに代わって最大のシ
ェアを握るにいたった。 その後ずっと富士通の首位の座に揺らぎはない
が，このように IBMが汎用機の分野で他社に遅れをとっているところは，
(70) 
日本市場をおいてほかには世界のどこにも見当たらない。富士通が囮捜査の
網にかからずにすんだのは， 日立製作所とは遮って早くから自前の OS開発
(68) 増田祐司「日米コンピュータ紛争と知的所有権」「経済評論」 1987年11月号。
(69) 「週刊ダイヤモンド」 1988年6月25日号， 75ペー ジ。
(70) 1987年のコンピュータ業界誌の調査によれば， 日本の汎用機市場に占める富士
通のシェアは約30％で， IBMの21％をいぜん上回っている（「朝日新聞」 1988年
11月30日付）。
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(71) 
に努めてきたことからくる一定の余裕が幸いしたのであろうが，ただし同社
の安寧の時はほんの束の間でしかなかった。 というのも， IBM産業スパイ
事件が発覚して間なしの82年10月， IBMから突然，富士通の OSとそのマ
ニュアルが IBMの知的所有権を侵しているとの抗議を突きつけられたから
であった。かくして火がついた両社間の著作権紛争は，翌83年7月に富士通
が通産省の仲介のもとにソフトウェア使用に関する秘密協定を IBMと取り
結んだことで，ひとまず鎮火した。富士通側は著作権の侵害だと認めはしな
かったけれど，数種のプログラム（指定プログラム）について，過去およぴ
将来の使用に関する IBMのすべてのクレームから免責されるために高額の
支払い (3億ドルとも 7億ドルとも言われる）をなすのに同意したのだか
(72) 
ら，事実上 IBMの主張に屈したものと評さざるをえまい。
いったん収まったかにみえた紛争は， 84年末に IBMが富士通に対し協定
遮反の通告をしたのをきっかけに再燃した。 IBMの言い分は，富士通が秘
密協定に反して IBMの OS(81年末発表の MVS/XAが係争の焦点とな
った）をコピーしているというものだったが， それが模倣・複製の範囲を
「外部接続情報」にまで拡大した上での難詰であった点に留意しなければな
(73) 
らない。一方，富士通の方は， IBMの OSにはすでに他社が OSを開発し
ようとする時に利用せざるをえない「事実上の標準」になっているものがあ
り，それをも私的財産とするのは開発者として過剰な権利の主張であって承
(74) 
服しがたい，また自社の互換 OSは IBMの著作権の及ばない情報や秘密協
(71) 栗田，前掲書， 130ペー ジ。
(72) 草野浩ー・青山紘ー「技術紛争と知的財産権」工業調査会， 1989年， 225ペー
ジ。
(73) 秘密協定では外部接続情報の具体的内容は示されておらず，そこに解釈の相遣
が生まれる余地があった。すなわち， IBM側が富士通への外部接続情報の提供
を限定しようという思惑から，その範囲をマン・マシン・インターフェイスに関
する情報だけに狭く絞ってとらえる立場をとったのに対し，富士通は OSとOS
の間の接続情報やマシンと外部との接続情報をも含むものとして広く解釈した
（増田，前掲論文）。
(74) 先の外部接続情報の解釈も含めて， IBMの権利主張を行き過ぎとみる向きが
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定で免責対象とされた資料を用いて独自に開発したものだ， と唱えて IBM
に対抗した。秘密協定には外部接続情報の具休的内容や富士通が IBMプ
ログラム資料にアクセスするための諸条件についての明確な規定がなく，そ
れゆえ当事者間での収拾のめどは立ちにくかったのであるが， 事態が膠着
状態に陥ったのをみて， 85年7月に IBMは問題を米国国際商事仲裁協会
(AAA)に持ち込んだ。
AAAが仲裁命令を出し裁定の大枠を明らかにしたのは87年9月。さらに
先送りにされた一括ライセンスの範囲や価格の決定も含めて詳細を煮詰める
作業がなされた上で， 88年11月に最終裁定の発表となった。裁定の骨子をみ
(75) 
ておくと，富士通は，既存ソフトウェアの過去および将来の使用についてIBM
の一切のクレームから解放されるために， 83年秘密協定で義務づけられてい
た半年毎の支払い（実績で87年までに総額4億ドル強）に代えて， 3億9,600
わが国では支配的である。該当する政府文献の1節を写しておく。「情報・通信
のネットワーク化，システム化に当たって，ハードウェアやソフトウェアの相互
接続性の確保が重要な課題となっている…。…ユーザーの使い易さと選択の自由
のためには，インターフェイス，プロトコル等において互換性を持たせる必要が
あるが，著作権保護の範囲が不明確であるために，インクーフェイス，プロトコ
ル等の開発者が過剰に権利を主張し，互換性がそこなわれたり，競争が制限され
る可能性がある。また，コンピューク・プログラムの中でも，中央演算装置，入
出力装置などを直接制御する基本ソフトウェア (OS,Operating System)につ
いては，いったん同一メーカーの製品が広く普及すると，この基本ソフトウェア
で動く各種の機器やアプリケーション・ソフトウェア（応用ソフトウェア）が各
社から製造・販売され，これによりその基本ソフトウェアが「事実上の標準 (de
facto standard)」となる。他のメーカーが市場に出回っているソフトウェアを
活用しようとする場合，基本ソフトウェアはその機能において類似したものとす
る必要があることから，仮に独自に開発したとしてもその表硯が似る可能性が高
くなる。 しかし，著作権法における複製の定義が不明確であるため， 「事実上の
標準」となった基本ソフトウェアを開発した者が過剰に権利主張を行った場合に
は，これも競争制限的になりやすい（経済企画庁総合計画局編「知的所有権」大
蔵省印刷局， 1987年， 32ペー ジ）。
(75) 野木村忠邦「IBM• 富士通ソフト紛争裁定の問題点」「Economics Today」
1989年冬季号，および「IBM対富士通・通産省」「AERA」1988年12月27日号。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （857)9 
万ドルの一括払いでライセンスを買い取るものとされた。その一括ライセン
ス料に和解金を足した額は8億3,300万ドル（約1,000億円）， うち既支払い
分を除く 2億3,700万ドル（約290億円）が富士通の即時払い分であった。
また，裁定は，著作権を外部接続情報にまで及ぼそうという IBMの拡大解
釈を隠知する一方で，IBMに対して一定の枠組み内において富士通の求める
OS情報を同社に提供する義務を課した。 IBMの OSが事実上の標準にな
っている実情や， IBM機用のアプリケーション・ソフトウェアを利用して
いるユーザーの利益もそれなりに考慮して「傷み分け」にする体裁がとられ
たわけで，これにより富士通の互換機路線は即座にその命脈を絶たれる羽目
(;6) 
にはならなくてすんた。
富士通の前に IBM互換 OSの開発に必要な最新の IBMプログラミン
グ資料にアクセスできる道が残されたのは今述べた通りだが，ただし，その
保証は96年6月までの10年間（ネットワーク，通信，デーク共用のために必
要な情報はさらに短く94年初まで）の期限付きであり，それ以後については
富士通のアクセス要求がある場合には IBMが自由に諾否を決定できること
になっている。しかも，タイムリミット内であっても IBMの開発するすべ
ての OSに富士通が接しうるわけではなく,AAAによって根本的に新しい
画期的なプログラムと認められたものは IBMの情報提供義務の枠外に置か
れるように決められている。また，富士通が IBMに情報開示を要求できる
のは SF（セキュアド・ファシリティ）なる制度の厳重な条件下においての
(77) 
み，そして引き出される情報の質と量に応じた対価の支払いを前提にしての
(76) 「朝日新聞」 1988年11月30日付。
(77) 互換機開発のためにはリバース・エンジニアリングと呼ばれる手法で先発機種
のOSを解析してイニシャル・コンセプトを抽出しなければならないが， IBM 
側は，そのさいになされる元のプログラムの複製が著作権侵害にあたるとして問
題にしてきた（嶋本，前掲書， 220ページ）。実はすでにパソコン等の互換ソフト
開発で，それへの対応策として「アイソレーション・プース法」（売れ筋ソフト
と同機能のソフトを独自開発する場合，システム分析部隊にリバース・エンジニ
アリングによってフローチャートを解読させ，その結果として得られたヒントを・
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(78) 
こととされたし，さらに富士通は IBMが富士通のプログラムを出荷後に検
査する権利をも駆めさせられた。確かに富士通は当面 IBM互換機路線の継
続を許されたけれど，以上の諸制約からして同社として社運を賭けて脱互換
機の方向を伺わざるえないのは必至であろう。傷み分けに見えても長期的に
は IBMの圧勝だ，との声が聞かれるゆえんである。
〔アライド vs. 日立金属，新日鉄等〕
まずもってコンピュータ・ソフトウェアをめぐって燃え上がった日米企業
間の知的所有権紛争は， 日ならずして他のハイテク諸分野にも飛火する。新
(79) 
素材の一種であって「夢の金属」の異名をとるアモルファス合金に関する特
文書の形式で抜き書きさせる，そしてその文書をシステム分析部隊に渡して原プ
ログラムに影轡されない形で独自の表現のプログラム作成にあたらせる，といっ
た方法）が生み出されていた。「原著の OSの著作権を守る安全施設」という語意
の SFには．このアイソレーション・プース法の精神が全面的に取り込まれてい
る (SFの詳細は，那野比古「知的所有権 そこが知りたい」日本工業新聞社，
1988年， 79~84ペー ジ）。
(78) 1989年度に富士通が支払う情報使用料は2,500~.5, 200万ドルと推定されている
（野木村，前掘論文）。なお， IBMの OSを利用するために富士通が支払う金
額については， 10年間の平均で年百数十偉円になるがそれは年間1,650億円にの
ぽる同社の研究開発費の 1割足らずでしかない，この程度なら研究開発の委託外
注費と考えれば大きな負担とは言えない，との意見もある（牧野 昇「ハイテク
摩擦」 NHKアメリカプロジェクト取材班「アメリカの戦略・日本の選択」日本
放送出版協会， 1989年2月）。かりに負担の度合がそうだとしても，いっそう肝
心なのは， IBMが「研究開発の請負」それ自体の拒絶を強めてきていることの
方であろう。
(79) アモルファス合金に関して最小限の説明を付しておけば，金属には固有の結晶
構造があるのが常なのに， 1960年にアメリカで，液体から超急冷した金・ケイ素
合金の共晶組成についてアモルファス（非晶質）化現象が具体的に検証された。
当時はまだ薄膜・薄片の試料しかなく，組成もかぎられており，そのため大きな
関心を呼ばぬまま10年近くを経ることになったが， 60年代末に日米双方で本格的
研究が始められ， 70年代に入って連続液体急速冷却法の考案で高い強度と塑性変
形能を有する多種の合金線・板の作製が可能になったところで，高強度材料とし
ての将来を嘱望されるようになった。さらに，以後，高耐蝕性，高透磁率や低保
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （859)11 
(80) 
許紛争はその代表的な一例であるが，それは1983年3月に米アライド社が日
立製作所， 日立金属， TDKなど日本企業を中心とする 9社 (9月には新日
鉄など 2社が追加， 1社が削除された）を関税法337条違反で ITCに提訴
したことで，にぎにぎしく表面化した。自社の保有する製法特許を侵害する
方法で製造されたアモルファス金属製品の輸入のせいで営業活動が妨害され
ている，との訴えであった。
この紛争には以下のごとき前史があった。 1969年にアモルファス合金の開
発に着手したアライドは，その研究成果にもとづいて72年末にアモルファス
金属の組成および製造工程に関して米国特許を申請し，首尾よくそれを手に
入れた。翌73年，同社は日本にも優先権主張出願の制度によって特許出願を
おこなったが，この日本特許の方は出願公告 (80年5月）とともに日本企業
から異議申し立ての集中砲火を浴び， 82年9月の特許庁の拒絶査定によって
不成立の憂き目をみている（実はアライドと前後して研究を開始した東北大
の埴本健氏も溶融金属の連続急冷に成功をおさめたのだが，特許出願ではア
ライドに数力月遅れをとった。 70年代終盤から次々にアモルファス合金の開
発に参入した日本企業のほとんどは， その「増本技術」を基礎に据えてい
た）。そこでアライドは日本で審判請求に踏み切ったのだが，大目的である
日本企業の封じ込めのために同時になされたのが米国での ITC提訴だっ
た，という脈絡になる。なお，日本特許の行方は， 84年春の審判におけるア
磁力といった磁気特性，低熱膨張性等の非晶質ゆえの諸特性の発見に伴って，ア
モルファス合金はますます「夢の金属」「未来の磁性材料」として広く期待を集
めるところとなる。磁気特性をいかして，すでに VTR用高性能磁気ヘッドやス
イッチング電源のコイル，各種センサーとしての実用化が進んでいるし，変圧器
の鉄芯材への応用開発も急がれている。さらに補強材料，ばね材料，刃物，スボ
ーツ用具への応用の努力も重ねられており，それだけに近い将来における市場の
急拡大が予想される。たとえば，わが国の市場規模はまだ数億円にすぎないけれ
ど， 90年代には既存素材の代替だけでも 1,000偉円になる，との見方がある（志
村幸雄ほか「ハイテク激戦区」評伝社， 1986年， 166ペー ジ）。
(80) 以下，草野・青山，前掲書， 57~60ページ，および嶋本編，前掲書， 88~97ペ
ジー。
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ライドの特許復活，それを不服とする日本企業側からの無効審判請求，と変
転の軌跡を描く。
さて， ITCはと言うと， 84年5月に日立製作所を除く 9社によるアライ
ドの製法特許の一部侵害を恩める旨の中間裁定を発表した後，同年10月，ほ
ぼ同内容の最終決定を下した。提訴された日本企業のうち三井グループ5社
はアライドとの提携に向かい，また住友特殊金属はアライドの特許に触れそ
うな開発から撤退する道を選んだので， 結局， 新日鉄， 日立金属ならぴに
TDKの3社がアメリカのアモルファス金属製品の全面輸入禁止措置に直面
することになった。その後，日立金属は，溶融した金属を噴き出すノズルの
改良で特許抵触は回避されたとの判断にもとづき，対米出荷の再開を強行す
る一方で， ITCに対して決定の撤回と非抵触の確駆を申請し， 87年5月に
ITCにそれを承知させた。 とはいえ， アライドは大半の日本企業を屈服さ
せたわけで，その事実自体が知的所有権の市場支配力維持にとっての効力を
教えてやまない。しかも，強調すべきことに，新日鉄と日立金属の場合には
米国内の企業に対するアモルファス金属の見本の提供が ITC提訴の理由と
された。製品ではなくサンプルの出荷をとらえて排除命令が出されたのだか
ら，のみならず新日鉄のごときは当時まだ開発段階でサンプル出荷などでき
ようはずがなかったとみられるのだから，日本企業のライバルとしての成長
に対する早期予防までが意図されていたものと理解できる。
〔コーニング vs.住友電工〕
高度情報化社会に適した情報伝送量の大きい媒休として，急ピッチで銅線
.. (81) 
ケープルにとって代わりつつある光ファイバーもまた，日米間における熾烈
(81) 光ファイパーは従来の銅を素材とする同軸ケープルに比して細くて軽い上に伝
送損失が低いので，それを用いた光通信では広帯域，大容量の情報伝達が可能に
なるし，さらに誘導障害を受けない等の利点もある。わが国の光ファイバーの生
産額は1985年度で638億円，その伸ぴはきわめて著しく (82~85年度の年平均伸
び率62%），光産業技術協会の予測では2000年には1兆3,000億円に達するとされ
ている（志村ほか，前掲書， 28~31ペー ジ）。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （861)13 
(82) 
な知的所有権紛争の焦点の1つになってきた。米コーニング・グラス・ワー
クス社が光ファイバーの構造と製法に関する特許（構造特許の「915特許」
および製法特許の「454特許」）の侵害を理由に，住友電気工業製品の輸入差
し止めを ITCに申し立てたのが， 1984年3月。同社は同時に，ニューヨー
ク連邦地裁に対しても特許侵害確認の訴訟を起こした。 5年にわたる長期紛
争の幕開けである。
ここでも前史を一瞥しておくと， 1970年にコーニングは石英系光ファイバ
ーを試作し，数年後に米国特許を取得している。その場合，構造特許である
915特許は， コアにチクニアや酸化ゲルマニウムをドープするというアイデ
アによって得られた。詳しい技術上の解説は省くが，ごく大まかに言って，
光ファイバーはコア（芯）とそれを包む外側のクラッドから構成されてお
り，コア部の屈折率をクラッド部のそれより高くすることで入射した光をコ
ア内に閉じ込めつつ伝送する仕組みになっている。屈折率の調整のためには
素材のシリカに特定の添加物を加える必要があるが，コーニングは，主にゲ
ルマニウムを添加剤に用いて屈折率の高いコア部を形成する方法を案出した
のであった。ところで，この構造特許を日本でも成立させたいとの同社の希
望は，それがあまりに包括的な内容であるがゆえに日本の特許要件に合致せ
(83) 
ず，結局かなえられぬままに終わった。一方，製法特許の方は日本でも成立
したので，コーニングはその実施権（日本国内限り）の付与を通じて日本企
業のコントロールを，と考えた。それに対し，海外市場への浸透を意図する
住友電工は別な製法の使用に向かい， 80年に電電公社と共同で米国側の
MCVD法より光の損失度が小さく量産性も優れた VAD法を開発するのに
(84) 
成功したのを機に，念願の輸出開始に歩を進めた。
(82) 以下，「超電導・光ファイバーにみる摩擦の構図」「週刊東洋経済」 1988年1月
16日号，および嶋本編，前掲書， 142~149ペー ジ。
(83) 「915特許は・・・「純粋溶融シリカからなるクラッドと15彩以下の添加剤が入っ
たシリカからなる光ファイバの構造」というものであり，光ファイバの原理その
ものを表現したと言ってよい程の包括的な特許である。日本では，このような構
成要件で特許になることはきわめて困難である。事実，コーニングの915特許は
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さて，住友電工の光ファイバー輸出が軌道に乗りかけた時点でコーニング
による提訴がなされたわけであるが，そこで住友電工が講じた対抗策は，光
関連の研究開発拠点として設立した 100彩出資の米国法人 SERT （スミト
モ・エレクトリック・リサーチ・トライアングル）において光ファイバー・
ケーブルの製造をおこなうというものであった。さらに，対米輸出の硯地生
産への転換を決めるのと合わせて，同社は84年8月にグリーンズボロ連邦地
裁に対し，コーニングの構造特許の無効性，住友電工の特許非抵触， SERT
での光ファイバー製造の正当性，の確認を求める訴訟を起こしている。
ITCの決定は， 85年4月に下された。住友電工による特許侵害の事実は
あるが (915特許の侵害に加えて454特許についても抵触している部分ありと
された）， まだ同社製品の輸入は規模が小さくてコーニングの販売量や収益
を圧迫するまでにはなっていないので，全体としては住友電工をシロとみな
す，との判断であった。法廷での争いの方は錯綜した訴訟合戦になったが，
87年10月にニューヨーク地裁が，コーニングの915特許の有効性を確駆した
上で， 住友電工によるその侵害を駆め（製法特許については非抵触とされ
た），同社に対し損害賠償ならびに SERTを通じた光ファイバーの生産・販
(85) 
売の差し止めを命じる判決を出している。かくして現地生産中止のやむなき
・・・日本では，コーニングが頑張ったものの，遂に特許不成立に終わったという経
緯がある」（青山紘ー・山田森ー「知的所有権の攻防」 PHP研究所， 1988年， 54
~55ペー ジ）。
(.84) 斎藤優・伊丹敬之編「技術開発の国際化戦略」東洋経済新聞社， 1986年，
163~165ペー ジ。
(85) 日本はコーニングの光ファイバーに関する多くの重要特許を成立させず，しか
も同社からの製品購入も抑制しつつ，独占的購入者である電電公社の音頭取りで
古河電工や住友電工を参加させた共同開発プロジェクトを推進し，コーニングと
似通っ・た製造プロセスを開発した。そのあげくに， 1983年までに住友電工をはじ
めとする日本メーカーが市場価格よりずっと安値で対米輸出をおこなうようにな
った。それなのに ITCは住友電工に何の懲罰も科そうとしなかった。ようやく
87年秋になって地裁で故意抵触の判決が下されたが，コーニングの特許の有効期
間はこの時にはわずかしか残されていなかった—元米国商務省審議官のプレス
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （863)15 
に追い込まれた住友電工は， 89年になってようやく，アメリカ電信電話会社
(AT&T)と合弁会社を設立して SERTの製造設備をその新会社に譲り渡
し (AT&Tはコーニングとクロス・ライセンス関係にあるので，その子会
社であれば住友電工の製法での製造・販売は可能だ，との見地から，合弁会
社は AT&Tの出資比率を 51％にして AT&Tの子会社の体裁をとるもの
とされた）， もって AT&Tブランドで事業を再開する，という方法に光明
を見いだした。米国市場からの完全撤退を免れた点で住友電工にとって有意
義な便法ではあるが，それにしても自社生産に比して収益性の低下を覚悟せ
(86) 
ざるをえない以上，苦い軌道修正に遮いない。
つけ足しておきたい事情がある。先に述べたようにコーニングの 915特許
は添加剤でコア部の屈折率を高めるというものだったが，、住友電工の場合に
は， フッソの添加によってクラッドの屈折率を落としてコアとの屈折率の差
を生む方式が用いられてきた。 この技術的相遮にもかかわらず， ITCも連
邦地裁もともに， 915特許が光ファイバーのパイオニア発明であるからとの
理由で特許権の権利範囲を広く解釈し（素材に特殊な処理を施して屈折率を
コントロールする方法をコーニングが最初に案出した点を評価）， その立場
(87) 
から住友電工の構造特許侵害を認定したことになる。そうでなくとも包括的
にすぎるがゆえに日本や西ドイツでは不成立に終わった因緑つきの構造特許
なのに，輸をかけた拡大解釈がなされた一ー一基本特許を目いっばい活用しよ
うという米国側の狙いが，いかにも露わである。
CTI vs.富士通日本電気等〕
1986年1月には，米テキサス・インスツルメンツ（TI)社が， DRAMの
トウィッツ氏は，こう腹立たしげに書いている（ClydeV. Prestowitz, Jr., Tra-
ding Places, 1988, pp.131-134)。•
(86) 「朝日新聞」1988年12月22日付。
(87) 「NHK特集 アメリカで何が起きているか」（Weeks別冊） 1988年7月， 57
~58ペー ジ）。
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製造方法に関する特許の無断使用のかどで， 日本の 8社（富士通， 日本電
気東芝，日立製作所，三菱電機，松下電子工業，シャープ，沖電気）およ
ぴ韓国の三星電子をダラス連邦地裁に告訴している。翌2月， 同社は ITC
に対しても， 9社製の DRAMとそれを使用した電気製品すぺての輸入差し
止めを求める提訴をおこなった。前章に記した通り，この86年には半導休全
体の世界市場に占めるシェアで日本がアメリカを追い抜く。ましてや ICメ
モリーの中核をなす DRAMだけをとれば・日本の優位は圧倒的で， 主流の
(88) 
256Kビット製品では90彩に及ぶまでになっていた。こうしたところでアメ
リカの半導休の先導的企業が，草分けとしての財産である知的所有権を武器
に巻き返しに出たことになる。
(89) 
いきさつをもう少しはっきりさせておこう。 ICメモリーの基本特許（キ
(90) 
ルビー特許）を保持する TIは， 1964年初に日本政府に対し 100％出資の子
会社の設立を申請したのだが，まだ揺鐙期にあった日本の半導休業界および
IC産業の重要性を見通して国内生産の振興を期そうとする通産省の反対に
直面して，事は暗礁に乗り上げた。そこで長いもみ合いの後， TIは68年に
なってついに通産省との交渉で，進出形式をソニーとの50対50の合弁とし，
さらに日本における工場の建設と引き換えに日本企業によるキルビー特許の
使用を許諾する｛という譲歩をおこなった。実は86年はかくして結ばれた特
許使用契約の更新期にあたっており， TI側は予めロイヤルティ大幅値上げ
の意向をちらつかせていた。それとだぶらせて2通りの提訴がなされた事実
(88) DRAM市場に占める日本のシェアは， lKビット時代にはゼロに近かったの
に． 4Kでは12%,16Kでは40彩， 64Kでは70彩， 256Kでは90彩， lMでは95彩
と急拡大を遂げた。 64K以降は開発もアメリカに先んじている（平和経済計画会
議・独占白書委員会編「半導体摩擦」お茶の水書房， 1989年， 41~42,49ペー ジ）。
(89) 以下，同上， 57~58,135~136ページ，および嶋崎，前掲書， 96~97ペー ジ。
(90) 従来からの回路を半導体に持ち込んだのが Tlのキ）レビー (J.S. Kilby)であ
り，その ICの基本をなす発明は195朗三に米国に特許出願された。日本への出願
は翌60年で， 65年に出願公告の運びとなった（草野•青山，前掲書， 75~76ペー
ジ）。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （865)17 
から容易に推測されるように，提訴を背景とした日本各社との特許交渉で特
許使用料の一挙的な増額を実硯しようというのが TIの真意であった（キル
ビー特許やフェアチャイルド社のプレーナートランジスクの製法に関するノ
イス特許など， ICの基本的な特許は米国企業がおさえているが，近年日本
のメーカーも有力な製造-改良技術の特許を取得するようになっている。し
たがって， TIとしても，クロス・ライセンスの利点を考えに入れないわけ
にはいかず，特許紛争を泥沼化させかねない日本製品の輸入差し止めには実
(91) 
際には慎重にならざるをえなかった）。
さて，提訴の圧力下での特許交渉で TIから提示された新ロイヤルティた
るや従来の10~15倍の高水準であって，むろん，これに対して日本各社は強
い難色を示した。日本電気は，同社の保有する256Kビット以上のDRAMに
関する特許を無断で使っているとして日本 TIを東京地裁に逆提訴したし，
東芝や日立も類似の理由を掲げて，米 TIを連邦地裁に逆提訴して法廷で決
着をつける構えをみせた。しかし，結局においては，日本企業の側は訴訟が
ITC提訴と絡んでいるための事態の紛糾を懸念し， 87年1月の富士通とシ
ャープを先頭に次々に和解に走るところとなった (TIの特許を認めて過去
および将来のロイヤルティの支払いに同意するとともに，クロス・ライセン
ス契約の更改に応じる，といった和解。 その場合， TIが， DRAMに関し
て従来は生産高に対する一定比率として設定してきたロイヤルティを，それ
では生産量がふえても量産に伴う単価の低下のために必ずしも収入増につな
がらないとの認識から， 1個あたり10セント程度になるとみられる固定制に
(92) 
切り換えた点に注意されたい）。
9月の日本電気を最終に全社が和解に達したが，この87年中に TIに支払
われた和解金とロイヤルティの合計額は1億9,000万ドル（約250億円），そ
の巨額の臨時収入のおかげで TIは半導休事業の不振による経営危機を一
気に脱することができた。日本各社は以後も別途にロイヤルティの支払いを
(91) 宮武和也「知的所有権とメーカーの責任」法令総合出版， 1989年， 44ペー ジ。
(92) 増田祐司「硯代産業社会の知的資産と法的保護」「経済評論」 1987年10月号。
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なす約束をさせられており， TIが受け取る特許使用料は最終的には3億ド
(93) 
ルに上るものと推定されている。西山賢一氏が表4として収録する資料を掲
げて解説している通り，知的所有権の主張によって TIの収益構造は，収益
表4 テキサス・インスツルメンツ社の収益構造 （単位： 100万ドル）
1 1983 1984 1985 1986 
営業収益 2ー88.1 525.8 -91.6 101.9 
その他の所得 0.9 9.6 17.0 20.9 
（出所）「財政学研究」第13号， 1988年10月， 16ペー ジ。
1987 
217.4 
218.0 
1988.3 
53.6 
66.8 
（糾）
の過半を「その他の所得」（大半が技術料収入）に仰ぐ形に大きく変化した。
後回しになったが， TIは日韓9社を相手にする数年前に，研究開発費を製
品販売だけでなく知的所有権の使用料としても回収する方針を樹立し，実際
に米国内のパソコン・メーカーに係争を仕掛けていた。その「知的所有権ビ
ジネス」を国際的規模に押し広げようという同社の企てが，ものの見事に成
(95) 
功したわけである。
以上に取り上げたほかにも， 1984年2月に米タンドン社がフロッピー・デ
ィスク・ドライブ特許の侵害で三菱電機，ソニー， ティアックを ITCに提
訴した件や， 87年6月に米ハネウェル社が自動焦点カメラ技術の特許侵害を
唱えてミノルタ相手に訴訟を起こした件など，米国企業が日本企業に対して
仕掛けた知的所有権紛争の事例は枚挙にいとまがない。具体的事例の考察を
重ねれば重ねるほどいよいよ明瞭になるはずだが，大局的な傾向として，最
初にコンピューク・ソフトウェアの分野で火を吹いた紛争が今や広範なハイ
テク諸領域に及ぶまでになっていること，米国企業がまだ日本製品の大量国
(93) 草野•青山，前掲書， 81ページ。
(94) 西山賢一「知的所有権と「国際公共財」の形成」「財政学研究」第13号， 1988 
年10月。
(95) 日経産業新聞編 r技術創造 独創ニッボンヘの道」日本経済新聞社， 1988年，
75ペー ジ。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （867)19 
内流入に直面していない段階であっても先回り的な予防に努めるようになっ
てきたこと，その手にある基本的な技術を貴重な収益源として積極的に活用
しようという米国企業の志向が目立ってきていること，そして日本製品の排
除や裔額のロイヤルティの獲得に成功するなかで，法律問題を経営戦略のレ
ベルで位置づける「戦略法務」の発想が米国企業のうちに広く浸透するよう
(96) 
になったこと，を確隠できよう。
なお，米国側は提訴戦術を実行するばかりでなく，もともと書籍や音楽テ
ープの海賊版の水際での撃退を目的に設けたレコーデーションの制度（税関
に権利を登録して関税当局にその侵害商品の輸入排除を求める仕組み）をコ
(97) 
ンピュータ・プログラムの通関阻止に活用するようにもなっている。 1987年
2月に，松下電器の IBM互換パソコン FX800が米上陸直前にシアトル税
(98) 
関で輸入差し止めを受けたのは，この制度によってであった。
さらに言えば，米国企業は単に自国市場を日本製品から防衛しようと躍起
になっているだけではない。アメリカのバイオベンチャーとして知られるジ
ェネンテック社は， 1983年5月に血栓溶解剤 TPAの日本特許出願 (82年か
(96) 乎石雄一郎「国際企業と法テク」「貿易と関税」 1988年9月号。
(97) 中山信弘・村上政博・内田盛也「知的所有権」日刊工業新聞社， 1987年， 131 
ペー ジ。
(98) パソコンの基礎的なソフトウェアである BIOS（基本入出カシステム）の部分
で IBMの著作権を侵害している，というのが摘発の理由だったが，これにより
松下電器は当該製品の対米輸出の中止を余儀なくされた（芳原，前掲書， 126ペー
ジ）。そのさい， アメリカの税関によるソフトウェアについての著作権侵害の判
定は， IBMによって開発・配布された BIOSの類似度を具体的な数字で表示す
る類似度測定プログラムによってなされた。ちなみに，松下電器製パソコンの
BIOSが IBMのそれに似ている度合は32彩とはじかれた（中山・村上・内田，
前掲書， 132ページ）。その数字にもとづいて輸入差し止めの断が下されたわけで
あるが，いったい何％からが遮法なのか，その分岐ラインは明示されていない。
類似性の詳しい内容もさだかでないし，また著作物の類似度をパーセンテージで
あらわすのが本当に可能なのかといった根本的な問題も含めて，米国側の恣意の
作用する余地が小さくないということを銘記しなければなるまい。
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ら翌年にかけての 3件の米国特許出願をもとに優先権主張の制度を通じて）
をおこなったが，同社自身まだ研究開発段階にあったにもかかわらず，出願
中の特許が侵害される恐れを唱えて東洋紡の子会社による TPA開発を封じ
(99) 
るための訴えを起こした。さすがに87年4月の出願公告とともに日本企業の
異議申し立てが殺到することになったが，この事例が教えるように，パイオ
テクノロジーに代表される未開拓の有望領域にあっては，米国企業はいち早
く世界的規模で基本的な特許をおさえてライバルの成長の芽をつむべく大い
に腐心している。
W アメリカの新たな対日攻勢
1 包括貿易法制定へ
すでに述べたところも含めて整理の意味で事実経過をまとめておくと，
1979年の「カーター技術革新教書」以来，アメリカ政府は自国産業の再活性
化，わけてもハイテク分野の国際競争力の強化を一級の政策課題と位置づけ
てきた。そこでは常に，貿易不均衡の是正に貢献し，かつ「ハイテク防衛」
主体の国家安全保障への脅威を減じるという国家的利益が語られてきたので
あるが，基調的な趨勢として，レーガン政権下での「技術安保」論の普及を
受けて，安全保障面の利益が，そして「強いアメリカ」の再建にさいしての
国家的利益と企業利益の一休性が，いよいよ強調されるようになってきてい
る。だからこそ，カーター教書の段階では（特許制度の強化も項目に入って
いたとはいえ）科学技術の振興が主眼であったのに対し，レーガン時代にな
るや技術保護主義がそれと並ぶ柱として遇されることになった，と理解でき
る。 その技術保護主義（基礎研究成果の対外流出を防ぐための論文発表制
限，外国人研究者の米国学会からの締め出し，外国人の米国デークベースへ
(100) 
のアクセスに対する規制等）と軌を一にするものとして同じく脚光を浴びた
(99) 日経産業新聞編，前掲書， 86~87ペー ジ。
(100) 詳細は，権田金治「アメリカの科学戦略」（「国際問題」 1988年1月号）， 剣持
一巳「技術安全保障とココム規制」（「経済評論」 1988年3月号）を参照のこと。
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のが，ほかならぬ知的所有権保膜の強化であった。ひっくるめてしまえば，
情報公開のパイオニア国アメリカの情報制限路線への歴史的な転換というこ
(101) 
とになろう。
知的所有権への肩入れを公然と打ち出した最初の重要政府文献と目される
のは，レーガン大統領の要請に従って1983年6月から米国産業の競争力強化
策の検討にあたった産業競争力委員会の報告書，いわゆる「ャング報告」で
ある。 85年1月発表の同報告は，技術を創造し応用し「保護」するとうたっ
て，研究開発に対する税制優遇，生産的投資を増加させるための資本コスト
の引き下げ策，科学者・技術者の基礎的教育や訓練の強化等とともに，知的
所有権保護の強化に向けて可能な施策を実行するよう勧告した。この勧告へ
の速やかな回答であるが，同年9月，レーガン大統領は「新通商政策」の中
で，政府として知的所有権を保護する努力を強める旨を高らかに宣言し，米
国の製法特許を侵害する商標貿易からの保護，農薬の特許期間延長，関税法
337条の改正等の立法措置ないし政府の措置を講じる考えを明らかにしてい
る。さらに，大統領は通商代表部 (USTR)に対して，米国知的所有権を侵
している国について 2国間ないし多国間の交渉を急ぐよう指示しもしたが，
翌86年4月になって， USTRの手で練り上げられた米国政府の知的所有権保
護に関する政策が公表された。①国内および国際レベルで保護と法執行の強
化，③先端技術への知的所有権保護の拡大，⑧国際的な知的所有権保護基準
の統一と例外措置の撤廃，④貿易相手国に対する法制定と執行，および遼反
の効果的取締りの要請，⑥米国内における保護の強化，を目標に掲げ，それ
ぞれについて解決すべき現実の問題点の明示までなした，実に網羅的で綿密
な行動提起であった。いちいち紹介するにはおよばないが，以後も87年1月
の大統領一般教書や同年4月の「新ャング報告」等で，折りにふれて知的所
有権問題を産業の競争力回復・強化の戦略的要素とみなす駆識の再確認がは
かられる。なお，米国議会でも80年代半ばから科学技術政策見直しの機運が
(101) 宮川隆泰・三輪具木子「国際情報摩擦」日本経済新聞社， 1989年， 49ペー ジ。
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高まり，それに伴って知的所有権関連法案の提出も活発化した。産業界につ
いて言えば，米国企業は前章で対日関係に限って点描したような対外国企業
攻略を世界的規模で繰り広げる一方で， 86年春には IBM,GM, GE, デュ
ポンなど代表的な多国籍企業11社の参加を得て知的所有権委員会 (IPC)を
結成し，自らの思い描くルールの実現を求めて従来以上に強力かつ組織的に
(102) 
米国政府・議会や各国関係筋に働きかける態勢を整えている。
もちろん，知的所有権問題の政策的重視が強まっていく過程において，ァ
メリカでは実際に少なからぬ保護強化策が次々実施された。 Ilで主だったも
のの概観をすませているが，特許法関連では，特許権が侵害訴訟で無効とさ
れるケースが多い現状をふまえて権利の安定性を高めようという観点から，
1980年の法改正で特許再審制度が新たに設けられた。さらに， 82年改正で特
許事件の控訴を専属管轄とする連邦巡回控訴裁判所の発足が決まったし， 84
年改正によって医薬，農薬，食品添加物等の特許権の存続期間の延長も認め
られた。著作権法の場合には， 80年にコンピューク・プログラムの著作権に
よる保護を明確化するための法改正が敢行された。また， 84年に同法の姉妹
法とみなすべき半導休チップ法が改正されている。商標法も84年に改正され
たが，その目的は罰則の導入によって商標権を強化する点にあった。これら
の法改正に加えて，知的所有権関連法の運用面でも権利の拡大。強化につな
がる変化があった。微生物，植物新品種，さらには動物にも特許が駆められ
るようになったことや，コンピューク・プログラムの著作権による保護の範
(103) 
囲を広げる「SSOの原則」の定着などが，それに該当する。
以上のごとき米国内での知的所有権の保護強化を意図した諸措置を実施す
るのと同時に，米国政府は，知的所有権Jレールの国際的確立を目指す多国間
・ (104)
交渉の推進にも熱意を注いできた。 1986年9月の GATT閣僚会議でウルグ
(102) 経済企画庁総合計画局編，前掲書， 59,98~100ページ， および里深文彦「曲
がり角に立つ米国の科学技術政策」「エコノミスト」 1988年12月27日号。
(103) 紋谷暢男編「知的財産権とは何か」有斐閣， 1989年， 8~10ペー ジ。
(104) 以下，国際技術戦略研究会絹「国際技術戦略」日刊工業新聞社， 1989年，第3
章。
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ァイ・ラウンドの検討項目の1つに知的所有権問題が採択され，翌年春から
TRIP（知的財産権の貿易関連側面）の交渉の会合が重ねられる経過となっ
たが，それは IPCの強い要請を背に，知的所有権の保護制度の不備や不統
ーが公正貿易の妨げになっている実情からして問題を GATTの場で扱って
しかるべきだと執拗な論陣を張った．米国政府によって主導されたものであ
った。 70年代末の東京ラウンド以来 GATTによる不正商品貿易防止）レール
の策定を主張しながら．全員一致主義をとる世界知的所有権機関 (WIPO)
での処理を望む発展途上諸国の反対で思いを遂げられずにきたアメリカにし
てみれば，論議を GATTのベースにのせたこと自休が意義ある前進であろ
う。もっとも，発展途上国が知的所有権制度の整備に総じて冷淡であるのに
変わりはなく，さらに先進諸国間での意見の不一致も重なって， TRIP交渉
は何を交渉対象にするのかという入口論の次元で早くも長い膠着に陥る形に
(105) 
なった。 GATTのほかに WIPOでも85年から特許制度の国際的調和をは
(105) 「発展途上国にとっては•••一面からみれば，知的所有権は，侵略のための軍隊
に替わるスマートな武器とも考えられている。世界の優秀な技術のほとんどは先
進国の企業に独占されており，それらの知的所有権は途上国においてはもっぱら
独占的販売権として機能し，途上国で現実に実施することは少ない。企業として
はもっとも効率のよい所で製造するのが常であり，かならずしも特許出願したす
べての国で実施するものでないことはいうまでもない。そうなると途上国として
は，知的所有権は自国産業を圧迫する手段とし・て映るであろう」（マイケル・エ
イホー／ジョナサン・アロンソン著， 天谷直弘監訳「世界貿易はこう変わる」
TBSプリタニカ， 1986年， 185ページ）。そうした懸念を抱けばこそ，一部発展
途上国は「規範」ないし保護水準の問題は WIPOで扱うべきもので TRIPのマ
ンデート外だとの立場に固執したのであるが， 先進国の側はこれに対して， 「執
行」に関するルールだけをつくり規範について何らのIレールも決めないのでは各
国で執行すべきものが異なり，ある国では不正商品であるものが他国ではそうで
はないといった事態が生まれてしまう，規範と執行とは車の両輪なのだ，と主張
した。また．先進諸国の間でも， トレード・シークレットを保護対象に含めるこ
との可否，米国関税法337条に対する日欧の批判，各国特許制度の相逮を調整す
る仕方など，利害の対立する点が少なくなかった（「経済と外交」 1988年9月号，
36~38ペー ジ）。
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かるための条約案の検討がなされているが，こちらも主要国間の利害対立と
無緑ではありえず，まだ顕著な進展が隠められるまでにはいたっていない。
国際レベルでの知的所有権の保護強化を成し遂げるために，米国政府は，
多国間交渉の旗ふりをするかたわら，問題国の幾つかと 2国間交渉の機会を
持った。これも繰り返しになるが，通商法301条を知的所有権に適用できる
ようにした上での同条の活用は， 各個撃破の手段として著効を示した。現
に，知的所有権制度の不備を不公正貿易慣行とみなし， 301条にもとづく制
裁措置の発動をちらつかせながら是正を迫るアメリカに押し切られて，韓国
は86年に特許法や著作権法を改正し，翌年にはコンピューク・プログラム保
護法を制定するといった制度全般にわたる大改革を実行している。シンガボ
ルーも87年に同様の条件下で著作権法の全面的改正をおこなったし，台湾，
(106) 
プラジル，タイ等も各様i•こ対米譲歩を余儀なくされた。わが国のプログラム
保護のための著作権法改正や半導休回路配置法の制定も，形式的にはやや遮
ったとはいえ，やはり相互主義を掲げるアメリカとの 2国間協議で基調を決
された。
米国内における知的所有権の保護の強化を目的とする措置はあれこれ実施
されてきたが，まだ懸案として残っている重要事項がある。国際レベルに関
しては，米国政府は多国間交渉にもとづく世界的に統一された知的所有権Jレ
ールの確立（事実上アメリカのルールの世界化）を切望しているけれども，
現実には通商法301条を武器とする 2国間交渉への依存度が高い。この 2点
を押さえておくことが，直ちに知的所有権の角度からみた包括貿易法の意義
と役割の順当な把握に結びつく。
2 包括貿易法による知的所有権の保護強化
米国議会が貿易不均衡の是正を目的とする包括的な貿易法案の審議を始め
たのは1986年5月。その後，廃案と修正の紆余曲折を経て88年8月下旬に法
案成立となったが，この包括貿易法（正式には「通商と競争力に関する1988
(106) 紋谷，前掲書， 19~20ペー ジ。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （873)25 
年オムニバス法」）は， 単に直接の貿易赤字縮減策として対米黒字国への報
復措置を定めただけではなく，米国産業の国際競争力を弱体化させている基
礎的な諸要因にまで深く視線を届かせ，なかんずく技術的基盤の再強化をは
かるための諸施策をわしづかみ的に包摂した，という特徴がある。そじて，
その中でも最も重視されたのが，同法1342条の規定にもとづく1930年関税法
337条の改正によって象徴される知的所有権の保護強化策であった。
IlIで米国企業が日本企業を米国国際貿易委員会 (ITC)に提訴した幾つか
の事例をみたが，その法的根拠となってきたのが，米国内業者は輸入におけ
る不公正慣行・行為（とくに知的所有権侵害やダンピング）を理由に ITC
に輸入差し止めの提訴をなしうる旨を定めた関税法337条である。その場合
の提訴の要件をみれば，改正前には，米国企業は①外国企業による知的所有
権の侵害など不公正競争の存在，③効率的かつ経済的に運営されている米国
企業が深刻な損害を受けている事実，の 2点を立証しなければならないこと
になっていた。このうち③が改正によって削除されたのだが，その推進力と
なったのが，かの光ファイバー紛争での ITC裁定 (1985年春， ITCは住友
電工によるコーニング社保有特許の侵害を認めながら，産業被害なしを理由
に同社をシロとする判定を下した）をきっかけとする産業界の不満の噴出で
あった。
産業被害の立証義務が撤廃されれば，そうでない場合にくらべて，米国企
業の提訴を受けて ITCが救済措置（一定物品に対して発せられる輸入排除
命令が大半）を発動するケースは当然ふえる。 1986年までの統計では， ITC
が噛んだ日米企業間の紛争で既決事件54件中の10件が日本側の勝利だったが
（米国側勝利12件，和解等32件）， うち 4件は米国企業が重大な被害を証明
しえなかった恩恵をこうむったものであり，かりに被害立証が不要であった
(107) 
なら逆に米国側勝利にカウントされたはずだった，と考えて大過なかろう。
さらに，この提訴要件の緩和によって，外国製品の輸入に起因する国内市場
の喪失を未然に防止しようとの米国企業の志向に拍車がかかり，それにつれ
(107) 国際技術戦略研究会編，前掲書， 191ペー ジ。
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て ITCの役割が事前救済色をより強めていくであろうことも，容易に予想
される。
誤解してはいけないが， 改正法では産業被害の立証は不要とされたけれ
ど，当該知的所有権の侵害によって影響を受ける米国産業が存在する（ない
し確立の過程にある）ことの立証責任は，なお残されている。では産業存在
のメルクマールは何かとなると，①工場および設備への相当な投資，③労働
力およぴ資本の相当の使用，⑧エンジニアリング，研究開発，およびライセ
シングを含め当該権利を活用するための実質的投資，のどれか1つが認めら
(108) 
れることがそれだとされている。旧法が米国内で操業する製造業を想定して
(！09) 
いたのと比較すれば，産業の定義がぐっと拡大されたわけであるか，この拡
張解釈によって特許権を有する大学等の非営利機関による提訴もありうるこ
とになった。
上述の提訴要件の緩和は，提訴コストの低減を迎じて，それまで費用上の
理由で ITC提訴をためらっていた米国の中小企業をも 337条の活用に向か
わせよう。 86年の337条案件の平均費用は約100万ドルの巨額に上り，うち半
(110) 
分が被害立証に費やされたという。この事情を知れば，中小企業の技術力の
(111) 
温存を 337条改正の主目的の 1つとみる視点が自然に醸成される。
関税法337条に加えられた変更で重要なものがもう 1つある。旧法では，
ITCが提訴を受理してから調査を完了して337条遮反がある場合に最終的な
救済措置を命令するまでの期間は12カ月（複雑な事例は18カ月）以内，利害
関係者の請求に応じて調査中に暫定救済措置の命令を発出するまでの期間は
7カ月以内とされていたが，法改正によって後者の期間が90日（複雑案件で
は150日）に大幅に短縮された。
(108) 松下満雄「米新通商法の動向」「ジュリスト」 1988年11月1日号。
(109) 本間忠良「米新通商法と知的財産権」同上誌。
(110) 船木春仁「米国・新通商法とスーパー301条」ネスコ， 1989年， 9ペー ジ。
(111) 薬師寺泰蔵「新・通商法を読むとアメリカが見えてくる」「エコノミスト」1988
年8月30日号。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （875)27 
最終救済措置までの日限は据え置かれたが，それが以前から米国企業を大
きく利してきた点を確隠しておく必要があろう。端的には，通常の特許裁判
が3年以上かかるのに対して ITCの調査期間は原則的に1年間に制限され
ているため，被提訴人たる外国企業の側にしてみれば抗弁の証拠ぞろえを十
分になすのがむずかしく，それゆえ不本意な敗北を喫したり，不利な条件で
の和解を呑まされがちだったということ（諸外国はこれを念頭に置き， 337条
は輸入品にのみ適用されるので GATT遮反の不当な差別待遇に当たる，と
批判してきた）。本間忠良氏は， 1975年初～88年9月初の期間における337条
関連の既決事件数は267件， うち救済措置がとられたのが61件，残りの事件
では救済措置は拒否されたが143件までが和解による調査終結だった，とい
(112) 
う数字をあげて和解件数の多さを印象づけた上で， こう述べている。「和解
といっても， ビストルをつきつけられての和解であるから，これは引分けと
いうより，事実上，被審判人側の敗訴といえる。もともと，この337条とい
う制度は，提訴人にとっては，莫大な費用がかかるわりには，勝訴しても一
文にもならないというジレンマがあるため，勝訴よりもむしろ有利な和解を
狙うのが常であった」。和解の多さそのものが， 和解一時金の獲得やロイヤ
ルティの値上げ， あるいは自らに有利なライセンス契約の締結を目指して
ITCを利用しようとする米国企業のビジネス戦略の成功ぶりを物語ってい
る一一鋭く本質をついた指摘と思われる。
さて，そもそもから ITCの審理期間には今みたような問題が内在してい
たが，その上に 337条改正で暫定救済措置（輸入の仮排除命令が中心）まで
の期間が一気に6割方削られて90日にされてしまったわけである。再ぴ本間
氏に登場してもらう。「(1975年初～88年9月初の期間になされた）暫定措置
請求が13件，これが隠められたのが5件，拒絶されたのが6件，取り下げら
れたのが 2件である。…暫定措置は，請求件数はすくないが，肯定的決定の．
確率が50彩近くあり，被審人側のビジネス上の打撃が大きいので，とくに今
後，要注意である。・・・提訴人側が何年もかけて準備した上で，不意打ち提訴
(112) 本間，前揚論文。
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をかけてくるのに対して，（法改正で期間が短縮された今では）被審人側は，
弁護士を依頼し，特許と製品を分析し，厖大なディスカバリー（事実開示）
要求に答え，できれば反撃態勢をとるまで， 90日間しかない。とくに，最大
の反撃である特許無効の主張のために，人海戦術で先行技術を探索する余裕
がないので，この時間的不公平は， アンフェアの域に達している」。仮排除
が後日撤回されるとしても，とくに寿命の短いハイテク製品の場合には一時
(113) 
的な輸入差し止めであれ輸出側は甚大な打撃をこうむる羽目になる，といっ
た条件を重ね合わせるなら，期間短縮の含意はいちだんと明白になろう。
包括貿易法が知的所有権の保護強化のために講じた策には，関税法337条
の改正のほかに， これまたかねてより懸案とされてきた特許法の改正があ
る。以前には，米国特許法は製法特許について，米国内においては特許保持
者以外の使用を排除するが，その製法が特許と認定されていない外国でそれ
を用いてつくられた製品の輸入はお構いなし，という扱いをしていた。これ
の手直しをめぐっては，関税法337条の適用対象にすべしとの議論もありは
したが，その方法では輸入差し止めはできても過去の侵害に対する賠償金を
特許権者に得させられないとの理由で，結局，特許法の改正に落ち着いた。
要するに，アメリカの製法特許を使用した国外生産と輸入行為を製法特許の
侵害行為と規定したわけで，このかぎりでアメリカもすでにそうした立場を
(114) 
とっていた日本や西欧諸国に足並みをそろえた形である。
包括貿易法にもとづく1974年通商法301条の改正も，知的所有権問題と深
くかかわっている。 301条は外国政府の不公正貿易慣行に対する米国政府の
報復措置を規定したものであるが，この条項について，行政府の裁量の余地
をせばめて報復を実施しやすくする意図のもとに，報復措置発動の権限を大
統領から通商代表部 (USTR)に移管したり，一定の措置に関して発動を義
務づけるといった修正が施された。しかも，加えて，いわゆる「スーパー301
(113) 「週刊東洋経済」 1988年1月9日号， 52ペー ジ。
(114) 内田盛也「知的資本」日刊工業新聞社， 1988年， 102ペー ジ。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （877)29 
(115) 
条」の新設までなされた（包括貿易法1302条に規定されたスーパー 301条の
内容は次の通り。 1989年と90年の2回， USTRは「外国の貿易障壁に関す
る年次報告」を議会に提出し，さらに報告提出後30日以内に，特に大きな貿
易障壁とそれを抱えている「交渉優先国」を特定する→その特定国を相手に
USTRは3年以内の不公正除去を目標に交渉するが，交渉期間は12カ月に
限られる→期限内に合意に達しなかった場合には， USTRは自動的に制裁
措置を決定して30日以内に実施する）。そのスーパー301条の知的所有権版が
「スペシャル301条」（包括貿易法1303条）であるが，そこでは交渉期間はス
ーパー 301条に比していっそう短い6カ月とされている。すでに1984年通商
関税法以来，貿易相手国の知的所有権制度の未整備も 301条の発動理由とさ
れるようになっていたところでの同条の改正強化であるから，それは個別商
品レベルの知的所有権問題でのアメリカの301条利用を積極化させようし，
またスペシャル 301条に依拠した外国との知的所有権制度交渉へとアメリカ
を誘わずにはおくまい。
ところで，以上の包括貿易法による知的所有権の保護強化策の影響は，む
ろん日本にも及んでくる。 ITC提訴事件について言うと， これまでも米国
企業の日本企業に対する攻勢には特筆すべきものがあったが（全提訴中の約
4分の1が日本企業相手，それも日米企業間の係争はハイテク分野に集中し
ている），関税法337条が改正されたことで，米国産業界（大企業のみならず
中小企業や非営利機関をもまじえて）による対日乱訴の状況が生まれる可能
性が強まった。米国の製法特許を用いて外国企業が生産した製品の輸入を排
除できるようにした特許法の改正の場合には，わが国はことにバイオテクノ
(116) 
ロジーの領域で重大な制約を受ける恐れがあるとみられる。同分野では，遣
(115) 小島 明「調整の時代」集英社， 1989年， 49ペー ジ。
(116) バイオ技術は主に医薬品の分野で成果をあげてきているが，決定的な影響は将
来，エネルギーと食糧の生産の技術体系が変革されるときに生じるとみられてい
る（日本科学者会議編「硯代技術と世界」青木書店， 1986年， 87ペー ジ）。 BIDEC
（財団法人発酵工業協会・バイオインダストリー振興事業部）の1984年の報告書
は，西暦2000年におけるバイオ医薬品市場を3.1兆円，全バイオ市場を15兆円と
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伝子組替え技術など基本的な製法をアメリカが握っており，しかも，ある製
(117) 
法からいかなる製品が生まれるか予測のつかない部分が大きいからである。
通商法301条改正のインパクトも小さくはない。なにしろ，日本は89年のス
ペシャル 301・条の「監視国」にリストアップされ，すでに要注意国のレッテ
ルを貼られているのだから (89年分のスペシャル 301条の運用をみれば，同
年5月に USTRはいかなる国をも優先交渉国に特定しないと発表したが，
「優先監視リスト」をつくって，ブラジル，クイ，韓国，台湾など 8カ国・
地域をそこに載せた。日本はイタリアなど16国とともに相対的に重要度の低
い「監視国リスト」の対象とされたが，それでも要注意国とみられているわ
けだし，また90年4月末には 2回目の優先国名指しがなされるスケジュール
になっているのであるから，いま現にわが国がスペシャル 301条の暗影にお
(118) 
おわれていると言っても決して過言ではない）。
8 日米科学技術協定の改定および米国秘密特許制度の対日移植
米国政府が公正貿易（知的所有権の保護強化を含む）を標榜しつつ2国間
交渉を迫るために携えてきた伝家の宝刀，通商法301条の切れ味は，包括貿
易法の成立によって格段に鋭さを増した。その標的に日本が入っているのは
疑うべくもないが，アメリカは同法制定を急ぐのと並行して，わが国に対し
知的所有権に関係する 2つの2国間協定の改定ないし活性化をはかるための
交渉をもちかけた。本節では，政府レベルにおけるアメリカの対日攻勢の一
環をなすものとして黙過できないその問題に分け入るとしよう。
まず， 「科学技術における研究開発のための協力に関する日本国政府とア
メリカ合衆国政府との間の協定」， いわゆる日米科学技術協定の改定につい
(119) 
て。この協定は科学技術の基礎的分野での両国間の交流・協力の促進をうた
見積っている（志村ほか，前掲書， 108ページ）。
(117) 「朝日新聞」 1988年8月9日付夕刊。
(118) 小尾敏夫「新通商法の脅威」ダイヤモンド社， 1989年， 86~87ページ，および
船木，前掲書， 9ペー ジ。
(119) 以下，嶋本，前掲書， 126ペー ジ，および青山・山田，前掲書， 73~75ペー ジ。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （879)31 
って1980年5月に締結されたもので (5年間で期限が切れた後，暫定延長が
重ねられた）， 生命工学， 地球科学，基礎物理，宇宙分野など約50のテーマ
についての協力がその土台上でなされてきたのだが，更改期が近づいた87年
秋になって，アメリカはにわかに同協定の全面改定を叫びだした。かくして
開始された日米間の交渉は，重大な利害の対立点を幾つも含んでいたせいで
非常に難航したが， 88年3月に日本側の大幅譲歩によって大筋合意に達し，
さらに細部の詰めを待って 6月についに新協定の調印にこぎつけた。
改定交渉において，アメリカは，研究者交流の不均衡（在米日本人研究者
数にくらべて日本の米国人研究者の受け入れ数は約3分の1ときわめて少な
ぃ，加えてアメリカは日本に最先端の大学・研究機関を開放しているのに日
本の方は最優秀の民間研究部門から米国人研究者を閉め出している）を日本
の基礎研究面での只乗りの証拠とみなして，ィンバランスの是正を日本に強
く求めた。そして，その結果として，日本側に米国人研究者の受け入れ枠の
拡大， 日本の産学共同プロジェクトヘの米国人研究者の参加などを約束させ
ている。また，共同研究を通じて生まれてくる軍事転用可能技術の対ソ流出
の防止を重視するアメリカは，協定に安全保障の観点を導入するよう主張し
てやまなかった。日本政府は国内世論を考慮して，さすがに米国流の秘密保
護法の制定にまでは進まなかった（換言すれば研究成果公開の原則を維持し
た）が，それでも，安全保障の語を協定中で初めて用い，かつ成果公開の原
則を相互に確認し合うがそれは両国おのおのの法体系内での原則である旨を
明記するのには，最終的に同意した。これにより，少なくとも米国内でおこ
なわれる共同研究に関しては， それが日本にとっては民生技術であろうと
も，アメリカ側の判断で軍事技術として秘密保護体制下に置かれる可能性が
(120) 
生じることになった。
日米科学技術協定の改正交渉でもう 1つの焦点となったのが，本稿の直接
の関心事である知的所有権問題，とくに共同研究から生まれる発明などの知
(120) 「朝日新聞」 1988年3月31日付夕刊。
32(880) 第 34巻第 6 号
的所有権の帰属先をどう決定するかの問題であった。従来は「2対1原則」
（研究実施国が自国と第3国での特許権などを得るが相手国も当該国内に限
りその権利を認められる）にのっとって日米間で知的所有権の配分がなされ
る扱いになっていたが，これを改め，研究実施国にすぺての権利を帰属させ
る「属地主義」を原則にするぺきだ，というのが米国側の要求だった。むろ
ん，それは共同研究の大部分が米国内で実施されてきた実績をふまえての主
張であったから，その原則の転換で不利をこうむるのが明白な日本側は逆に
現状維持を唱え，しかして厳しい応酬が続くところとなったのであった。道
程はともかく結論はと言うと，これまた日本側の事実上の屈服で決着がつい
た。新協定では条文中に知的所有権の「衡平な配分」がうたわれ，ケース・
バイ・ケースの処理という印象を与える工夫がこらされたけれど，付属文書
中に「受入側当事者が当該協力活動の計画に主要かつ実質的な貢献を行うこ
とが予想される場合には，受入側当事者が，すべての国において当該発明に
係るすべての権利及ぴ利益を取得する権利を有し…」との1文が含まれてい
(121) 
るのをみれば，基本的に属地主義が採用されたと解さざるをえなくなる。な
ぉ，新協定では超伝導，生命工学，情報関連技術などが優先的な共同研究分
野とされることになろう。「（それら最先端技術の）さまざまな分野で米国の
基礎研究の上に日本が参加する場合， 知的所有権の『属地主義』『秘密維持
命令』による被害は思いもかけぬ広い範囲に及ぶ可能性がある」との藤島宇
(122) 
内氏の心配は，ゆえなき杞憂などではない。
ところで，アメリカは日米科学技術協定の抜本的改定とほとんど一休にし
て，日米防衛特許協定の活性化をも成し遂げようと策し，その面でも非妥協
(123) 
的な対日交渉を展開した。ここに言う防衛特許協定とは， 1956年に締結され
た「防衛目的のためにする特許権及び技術上の知識の交換を容易にするため
(121) 渡辺久丸「日米安保の法的諸問題」「法律時報」 1989年3月号。
(122) 藤島宇内「＂斗技協定」締結で米国は何を狙う」「エコノミスト」 1988年4月5
日号。
(123) 以下，江村儀郎「「米秘密特許の準用手続き」の考察」「国防」 1988年6月号。
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （881)33 
の日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定及び議定書」を指してお
り，そこには，防衛目的で米国政府から日本政府に提供される技術が「提供
国で秘密に保持されている特許出願の対象たる発明」であり，かつその技術
について日本に対しても特許出願が提出されるときには， 米国におけると
「類似の取扱」を受ける，という内容の条項が入っている。米国特許法には
秘密特許制度の規定があるのに日本の特許法はあらゆる出願の公開を原則に
している，それでは兵器についての技術援助のさいに軍事技術の所有者であ
る米国企業の権利が損なわれる恐れがある，そこで権利者の利益を守り同時
に秘密の保持をはかるために日本でも米困秘密特許制度を準用することにす
(124) 
る，との考えにもとづいて設けられた規定であった。しかし実際には，米国
からの日本への秘密特許の出願は皆無のままに（それゆえ具体的な手続きも
決められぬままに） 30年以上が経過した。アメリカの軍事技術の水準が日本
の技術のそれより高位にあるところでは，米国企業は日本企業による競合出
(124) アメリカの特許法には秘密特許制度の規定がおかれており，ある発明について
特許出願がなされているとき，その許諾によって内容を公開することが国家安全
保障にとって有害だと関係官庁の長が認めた場合には，特許商標庁長官はその通
知にもとづいて当該発明を秘密に保持することを命令し，それに対する特許の付
与を保留しなければならない，とされている。秘密命令の有効期間は1年間だが
更新可能， そしてその間出願人は秘密に保持されるための損失の補償を得られ
る，といった仕組みである。一方，わが国の戦後の特許法は出願の公開を原則に
している。したがって，兵器に開する技術をアメリカが日本に提供する場合，秘
密保持と技術所有者の権利保護との両立が困難になる。なぜなら，米国企業が権
利の保護を受けるために日本の特許法にもとづいて特許出願すれば出願公告制度
による出願の公開で内容の秘密が守れなくなるし，逆に秘密を守るために出願を
控えれば後から出願した他企業に権利を奪われる恐れが出てくるからである。こ
の問題を想定して防衛特許協定は，アメリカで特許付与が保留されている秘密の
発明が日本で特許出願されたときには「類似の取扱を受ける」ものとした。「類
似の取扱」のためにとられる手続きは出願公告しないということであり，出願公
告しなければ特許権は与えられないが先願権は認められるので特許の付与の保留
と同じ効果をもつ（木下博生「アメリカは日本に何を求めているか」日刊工業新
聞社， 1988年， 123~127ペー ジ）。
以(882) 第 34巻第 6 号
願の脅威を感じずにすむので，わざわざ日本で特許出願する必要もなかった
のであろう。ところが，近年，日本の民生技術の水準が急上昇し，しかも民
生技術ではあっても軍事技術に転用可能な「汎用技術」の分野が拡大する中
で事情は急変し，アメリカの秘密扱いの軍事技術と同内容の汎用技術が日本
企業によって独自に開発され特許出願される可能性が強まってきた。アメリ
力が86年に防衛特許協定活性化のための実施細目づくりを日本に唐突に催促
したのは，まさにこの状況変化に対応してのことであった。
両国政府間での協議の結果， 1988年4月に 2つの合意が成立した。 1つ
は，秘密特許を使用した軍事技術をアメリカが日本に提供するさいの具休的
条件に関しての合意であるが，その内容は公表されてI,ヽ ないので日本側が負
わされた義務の詳細はつまぴらかでない。もう 1つが米国秘密特許制度の準
用手続きの合意であって，米国内で秘密特許扱いになっている技術について
米国企業が日本の特許庁に秘密特許の出願をしたときには（これを「協定出
願」と呼ぶ）， 特許庁は内容には立ち入らずに出願日や発明の名称を記録す
るだけで非公開のまま保管するものとされた（保管は防衛庁によってなされ
るとの見方が一般的）。もし日本企業が独自に同じような技術を開発して特
許庁に出願する事態が起これば，その出願は特許法に従って 1年半後に公開
されるが，この段階になれば米国側も当然ながら秘密を解かざるをえなくな
る。そこで問題になるのが出願日の前後であり，米国側の秘密特許の出願の
方が早かった場合には米国企業に特許が付与されるし，逆のケースだと日本
(125) 
企業が特許を取得し米国側の出願は秘密扱いとはならないわけである。
日本企業が研究開発の努力を重ねて特許申請をしたところ， 1年半も経過
してから実は米国企業に優先権があったと判明する。それどころか，特許権
を認められて生産施設を整えた後で特許権を取り消されることすらありう
(126) 
る。おまけに，協定出願ばかりでなく，「準協定出願」（アメリカが提供した
(125) 「朝日新聞」 1988年4月12日付夕刊。
(126) 秘密特許の内容を知らされていない特許庁審査官が，秘密の先願を見過ごして
後願の日本企業の独自開発技術に特許を付与してしまうケースが十分起こりう
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （883)35 
技術の改良発明など，その公開が協定出願の内容の暴露につながるような出
(1町）
願）も非公開とされた。かかる条件のもとでは，米国側が多くの汎用技術を
軍事技術と認定して日本に大量の秘密特許の出願をおこなう行動に出るとす
れば，日本企業の技術力と技術開発意欲が手痛い打撃をこうむる危険性は確
(128) 
実に高まろう。しかも，先述の新日米科学技術協定における知的所有権の属
地主義原則を考えに入れるなら， 日米共同研究の成果として生まれる汎用技
術が米国企業の専有物となり，アメリカのみならず日本でも秘密特許の扱い
を受け，日本企業を悩ませる材料になる，といった皮肉きわまりない場面さ
る。「この点に関して政府は…特許法80条によって実施権が保障されているので，
バランスはとれていると主張している。しかし，特許法80条による実施権は，す
でに生産に着手したような場合に，その範囲内に限って発明の利用を認めるもの
であって，それも対価を支払ったうえでのことである。特許権を取り消された日
本企業は，開発投資を無駄にしたうえで，さらに高額の実施料まで徴収されるわ
けである」（松田竹男「日米科学技術協力の法的諸問題」「日本の科学者」 1989年
6月号）。
(1町） 「「準協定出願」の扱いは， それを公表すると「協定出願」の内容を結果とし
て「公にする」ことになるような「後願」も非公開にするというものだった。・・・
「公にする」という規定がクセモノで，秘密取り扱いの範囲はアメリカと防衛庁
の意向しだいである。相手が「秘密にせよ」といってくればそのとおり取り扱わ
ざるをえないであろう。…アメリカから何らかの技術が提供され，日本で改良に
改良を重ねて生産効率も品質も優れた技術に完成していく。それを「今は秘密に
せよ」として日本の開発競争を封じておいて，アメリカ（の企業）は生産体制を
固めていくという芸当が可能になる」（日本科学者会議東京支部特許庁分会「秘密
特許とハイテク囲い込み」「日本の科学者」 1989年6月号）。
(128) 日米合意に従えば，アメリカで秘密扱いの技術は日本でも保膜されるが，日本
の技術が対米供与されても（対米武器技術供与の取り決めでアメリカは日本の汎
用技術の提供を受けられるようになっている）秘扱いの保護を受けられるわけで
はない。この不公平を解消するために日本も欧米並みの秘密特許制度を導入する
べきだ， と説く声が日本企業の間で出始めている硯状に注意を寄せる必要があ
る。米国秘密特許制度の準用自体が出願の公開を原則としてきたわが国の特許制
度の変質を意味するが，ひとたび準用が実硯するや，今度はさらに変質を押し進
めて自前の秘密特許制度の整備に向かわせようとする内圧が形成されるわけであ
る（江村，前掲論文）。
36(884) 第 34巻第 6 号
(129) 
えなしとしないのである。
おわりに
本稿では，ハイテク王国衰退の危機に直面したアメリカが最大のテクノ・
ライバル日本を相手に遂行してきた知的所有権戦略に注目し，政府レベルと
企業レベルのそれぞれでの動きと両者の関連に目を配る中で，その足取りと
今日的到達点を明らかにするよう努めた。改めて論じるまでもないが， 1980
年代の進行とともに加速度的に強まってきたアメリカの知的所有権分野での
対日攻勢は，今後も鎮静するどころか，ますます燃えさかる可能性が大であ
る。米国ハイテク産業界が包括貿易法にもとづく関税法337条や特許法の改
正を好機到来ととらえて，外国企業を今まで以上に活発に ITCや裁判所に
訴える道に向かうであろうことは，それらの法改正が産業界の要求を容れて
断行された経緯を思えば，自明の理だと言ってかまわない。米国政府にして
も，日米科学技術協定の改定交渉や日米防衛特許協定の活性化交渉での成功
で自信を深め，さらに引き続き 2国間交渉を通じて日本から譲歩を引き出そ
うという姿勢を隠そうとしていない。
2国間協議に関連して述ぺておくと，実はアメリカは，先進諸国間での知
的所有権制度の国際的調和をはかるための幾つかの多国間交渉の場で，西欧
や日本の苦情を集めている自国特許制度の特異性（先願主義，特許期間に出願
日からのシーリングが設けられていないこと等）の解消に取り組んでもよい
(130) 
との意向を，すでに何度も明らかにしている。ただし，アメリカの提案は，
(129) 渡辺，前掲論文。
(130) 日欧が先に出願した者に特許権を付与する「先願主義」を採用しているのに対
し，アメリカの方は，出願日に関係なく最初に発明した者に権利を認める「先発
明主義」をとっている。後者には，発明日の先後の立証・認定の困難さ，成立し
た権利の不安定性などの欠陥がある上に，とくに外国人の発明が不利をこうむり
やすい—――外国でなされた発明の場合には発明日ではなく出願日しか認められな
いので一という問題も内在している（紋谷，前掲書， 24~25ペー ジ）。また，
日本の場合に特許期間は15年だが出願から20年を越えないものとするとなってい
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （885)37 
西欧と日本の特許制度に対して種々の改善要求を出した上で， 3極間で同時
にハーモナイゼーションのための制度改革を実行しようというものであっ
て，断じて自国単独の一方的譲歩を考えているわけではない。それだけに各
国の利害がまともに衝突し，制度調整は具体的な進展をみない膠着状況とな
り，だからこそアメリカは2国間交渉への傾斜をいよいよ強めていくので
あるが， 2国間交渉となると同国の態度に一定の変化があらわれる。すなわ
ち，自国側からの歩み寄りについては事実上たな上げにしてしまい，もっば
ら他部面での相手国の譲歩を求めて威嚇的な主張を執拗になすというのが，
2国間の協議にさいしてのアメリカの基本的なスタンスなのである。
そこで日米間の協議であるが，知的所有権制度全般にわたって 2国間で協
議をしようとの話は1987年7月の日米貿易委員会で米国側から出され，翌年
8月， 2国間主義の色合いの濃い包括貿易法の成立を見越して日本側が先回
り的に交渉に応じる方針を明確にしたことで，直ちに実硯の運びとなった。
実はこの協議開始に先立つ6月に，米上院の通商・観光委員会が日本の特許
制度に関する米国企業の不満を聞くための公聴会を開いており， 7月にはそ
れにもとづいて上院で「日本の特許制度改善を求める付帯決議」が採択され
るように， 日欧においては特許期間に出願日から数えての限度が設けられている
のに，アメリカではそうではなく，いつの時点で特許権が付与されても以後まる
まる17年間にわたって有効期間が続く形になっている。したがって，インターフ
ェアランス（先に発明したのが誰かを確定する手続き）などで特許成立が遅れた
りすると，発明から長時間を経て一般化している技術に突如として特許権が認め
られる，といったことも起こりうる。現に1987年秋には，米国の個人発明家が28年
前に出願していた気体レーザーの基本特許が成立して日本の関係業界を大あわて
させたし， 50年代に出願されていたパソコンの基本特許でも類似の状況があり，
日本メーカーは米国人発明家への和解金の支払いを余儀なくされた（日経産業新
聞編，前掲書， 82~83ペー ジ， および「朝日新聞」 1988年9月2日付）。これら
の点への日欧の批判と改善要求に応えて，米国側は1987年の米日欧3極特許庁会
合で，先発明主義から先願主義への移行，特許期間についての出願日を起点とす
るシーリングの設定等を中心とする制度改正を考えてもよいとの意向表明をおこ
ない，さらに GATTの場でも同趣旨の発言を重ねるようになった（国際技術戦
略研究会編，前掲書， 127ペー ジ）。
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ている。手回しのよい対日要求リストづくりであり，実際それが次々に協議
(131) 
の席に持ち込まれてくるのであるが，その項目は多岐にわたる。一一日本の
特許審査は平均3年以上（米国はほぼ半分）と時間がかかりすぎるので，審
査官を大幅に増員してほしい。日本語以外での特許出願も認めるべきだ。出
願後18カ月で出願内容が公開される日本のシステムは困る。日本では1つの
発明の出願に含めうる範囲がひどく狭く，細分化して出願する手間が大変だ
し，米国企業の中核技術の特許が日本企業の周辺特許で包囲されてしまう可
能性も大きい。コンピュータ・ソフトウェアのリバース・エンジニアリング
は全面禁止にすべきだ。日本のトレード・シークレットの保護は不十分なの
で早急に改善を，等々。
すでに日本側は特許審査官の増員計画に着手しているが， スペシャル 301
条の影に脅えてアメリカのあらゆる要求を無批判に吸い込んでいくようだ
と，日本の知的所有権制度は，知的生産物の産業や社会への移転を円滑化す
る手段という本来のあり方からどんどん遠ざかり，知的生産者が公共財であ
るべき知的生産物を私的に独占する（知的生産物の産業・社会への移転の代
償として認められる独占的排他権の範囲を突き破って）のを保障するだけの
ものに変質してしまう。いや，その変質の過程は， もう相当進んでいる。コ
ンピュータ・プログラムの保護に向けて通産省の用意したプログラム権法案
が日の目をみず，結局アメリカの意にかなう著作権法改正となってしまった
いきさつを思い起こされたい。米国秘密特許制度の準用にしても，そもそも
秘密特許なるもの自体が，新技術の公開によるその普及を目的とし公開の代
(132) 
償に発明者に一定期間の独占権を隠めるという特許の精神にそぐわない。ま
してや目下アメリカが執心のトレード・シークレットとなると，未公表であ
ることが保護の要件なのであるから，特許制度とは正反対の性格だと言うし
(133) 
かない。 トレード・シークレットの法的保護が明確化されれば，今まで特許
(131) 宮崎正弘「プッシュ戦略」泰流社， 1989年， 128ペー ジ。
(132) 気比野靖「日米軍事同盟間の経済戦争」「軍事民論」第55号， 1989年1月。
(133) トレード・シークレットの詳細は，山口朔生「トレード・シークレット」（中
アメリカの対日知的所有権戦略の展開（下） （坂井） （887)39 
の対象とならなかった企業の経営・販売情報や技術ノウハウまでが知的所有
権保護の枠内に入ってくるだけでなく， 優れた技術が特許ではなくトレー
(134) 
ド・シークレットの形態で企業内に留め置かれる傾向も強まるに造いない。
州法レベルでトレード・シークレットの保護がある程度なされているアメリ
カでは，他者が製品を分解して技術上の秘密を探るのがむずかしい分野や，
特殊な製法のような他者による模倣を立証しにくい領域を中心に，新技術の
特許出願を避けてトレード・シークレットとして秘匿することを選ぶ大企業
(135) 
の志向が，はや十分に鮮明になっている。むろん法的保護の有無だけに帰せ
られるものではなかろうが， 日本企業が社内で生まれた発明の7~8割を特
許や実用新案に出願しているのに対し，米国企業の特許出願比率は2~3割
(136) 
とはるかに低い。かりに日本でもトレード・シークレットの保護法制が導入
されるとすれば，日•本企業も特許出願を自制して技術独占を守る姿勢を強め
ると推測されるが，それが社会の技術発展にとってのマイナス要因であるの
は論を待たない。リバース・エンジニアリングの全面禁止も，先発企業を決
定的に有利にし，もって技術進歩を阻害する効果をもとう。
わが国としては，アメリカとの 2国間協議がもたらす諸結果を冷静に思い
描き，西欧諸国さらには発展途上諸国も含む多国間協議の場で真に望ましい
知的所有権制度の国際的Jレールの実現に努めるべきであるが，この論議は本
稿の守備範囲を越えるので別な機会に譲りたい。
なお，本稿でみたアメリカの知的所有権戦略が本当に米国産業の国際競争
力強化に寄与するかどうかだが，安易な当然視は許されるまい。知的所有権
の保護強化は，研究開発活動の活発化や新技術の製造部面への応用に無媒介
央経済社， 1988年）を参照のこと。
(134) 国際知的所有権研究グループ編「国際化時代の知的所有権」日刊工業新聞社，
1988年， 106ペー ジ。
(135) マイケル・エイホーほか著，前掲書， 106ペー ジ， および「知的所有権」研究
弁護士グループ「そこが「知的所有権」遣反です」中経出版， 1988年， 80ペー
ジ。
(136) 宮川・三輪，前掲書， 22ペー ジ。
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的に結ぴつくわけではなく，次第によってはロイヤルティによりかかっての
居食いや知的専門職の報醜の高額化を帰結するだけになりかねないからであ
る。科学技術の振興策も競争力強化政策の体系中に組み入れられてはいるも
のの，経済軍事化による経済の港在的な成長能力の減衰や多国籍企業の海外
進出に伴う製造業の空洞化といった最も肝心な問題を度外視した上で，研究
費増額や自然科学教育の充実策が唱えられている形なので，それが民生技術
の開発・応用を積極化させるかどうか大いに危ぶまれるのが素直な見方とい
うものであろう。その点の認識が，知的所有権の保護強化に伴う結果の推定
にも一定の方向性を与えてくれるのではなかろうか。技術保護主義にしても，
外国人をアメリカの技術情報から遠ざけるだけでなく，研究の垣根を高くし
て米国人研究者同士の経験の分かち合いをも困難ならしめ， もってアメリカ
(137) 
の将来への技術革新力を千からびさせる， といった側面を有している。要
は，アメリカの知的所有権戦略の客観的意義を正確に検出するには同国の技
術戦略全体の中に定置した考察が不可欠だということであり， 筆者として
は，そのためにも当分アメリカの技術戦略を総体としてとらえるための作業
に従事するつもりでいる。
C追記〕 本稿は関西大学の学部共同研究費 (1988年度分）による研究の成
果として執筆されたものである。
(137) ロバー ト B・ライシュ著， 大沢雄三訳「新アメリカ物語」東京新聞出版局，
1988年， 107~109ペー ジ。
